
中嶋 哲也
経済成長理論および不況理論の研究

岡澤 亮介
マクロ経済学、制度と経済成長、公共選択論

北原 稔
応用ミクロ経済学

中島 義裕
理論・実証・計算機実験による市場の進化的理解

内藤 克幸
経済成長、所得格差、公共選択

中村 英樹
国内不平等、機械化の影響

中川 満
単位根分析に対する構造変化の影響に関する研究

橋本 文彦
人間の感覚知覚情報処理の実験研究によるモデル構築

若森 みどり
カール・ポランニー研究、
社会的共通資本とコモンズの思想研究、経済思想史

中村 健吾
マックス・ヴェーバー研究、欧州統合と国民国家、
シティズンシップと人権

齋藤 幸平
「資本論」研究、環境政治経済学

杉田 菜穂
日本を中心とする人口問題と社会政策の歴史研究

塩谷 昌史
ロシア地域研究、近代統計制度の比較経済史

松本 淳
公的年金制度改革、年金課税、日本の社会保障制度と
租税制度の関係について

柴田 淳
生産から消費に至るまでの分業と価格形成メカニズムの分析

辻 賢二
金融契約に関する理論モデル分析

小川 亮
地方財政および都市・地域政策に関する実証研究

浦西 秀司
公益事業の規制政策に関する計量分析

滋野 由紀子
日本経済と家計行動の相互関連

髙塚 創
空間経済の諸問題に関する研究

黒田 雄太
教育政策に関する実証研究

五十川 大也
実証産業組織論、イノベーションに関する実証研究

朴 一
朝鮮半島地域研究、日韓・日朝関係論、国際労働移動及び
移民労働者に関する実証研究

彭 浩
海外貿易と国内の産業構造の相互関連、
貿易制度・商人組織の史的研究

森脇 祥太
アジア諸国を対象とした経済発展の比較研究

久保 彰宏
国際マクロ経済分析

岩波 由香里
国際制度を通じた国家間協力に関する国際政治経済分析

有賀 敏之
多国籍企業・グローバル企業、国際貿易体制に関する研究

金子 勝規
タイ地域研究、ASEAN経済論、社会開発および
社会福祉に関する実証分析

阿部 昌樹
法実現過程の経験的研究、法の社会理論

安竹 貴彦
近世における江戸法・大坂法の比較研究、
明治初年の刑事法・刑事訴訟

石井 真一
企業間提携に関する研究

小林 哲
マーケティング理論・戦略論

翟 林瑜
企業の財務政策と資本市場

中瀬 哲史
日本電力産業経営史、大阪を中心とした産業集積地域の
歴史的考察、生産システムの歴史的考察

山田 仁一郎
事業創造の経営戦略と企業統治、
アントレプレナーシップと人材育成

吉村 典久
コーポレート・ガバナンス（企業統治）の制度・実態・規範に
関わる研究

李 捷生
日本企業と中国企業の経営と労使関係に関する研究

王 東明
中国の資本市場に関する研究

小沢 貴史
市場環境のダイナミクスと戦略・組織

高田 輝子
大規模金融データ解析：群衆行動解析と相転移予測

王 亦軒
人的資源管理と組織

清田 匡
ドイツの金融実務と金融理論の発展、地域経済と地域金融

神野 光指郎
アメリカの金融システムの歴史

鈴木 洋太郎
多国籍企業の立地展開と国際分業

高橋 信弘
ソフトウェア産業における海外へのアウトソーシング

田口 直樹
産業技術発展と産業競争力に関する研究

藤井 輝明
近代社会と統計の役割、社会的変化の統計的実証

藤塚 吉浩
大都市衰退地区の再生に関する研究

本多 哲夫
地域・中小企業の発展と自治体政策

宮川 壽夫
コーポレートファイナンス理論に関する実証的研究

除本 理史
地域環境政策、環境再生のまちづくり、
環境被害の責任と費用負担

圓丸 哲麻
小売市場における消費者行動、コミュニティ消費

北野 友士
自己資本比率規制を軸としたイギリスにおける金融制度
および金融機関に関する研究

立見 淳哉
産業集積地域の発展と制度・慣行の役割に関する研究

牧 良明
日本自動車産業の歴史的発展過程に関しての研究

松永 桂子
地域経済、都市と地方の持続発展に関する研究

石川 博行
会計情報と株価の関連性に関する理論的・実証的研究

向山 敦夫
企業の社会環境情報開示の理論と実務（社会環境会計論）

浅野 信博
ディスクロージャー行動の経済的影響

小形 健介
グローバル経済下の会計規制に関する研究

廣瀬 喜貴
公会計におけるテキスト分析および実験研究

卜 志強
原価管理と業績管理に関する研究

岡野 浩
グローバル企業における製品開発マネジメントの
欧州・アジア展開、アメーバ経営

経済学部･経済学研究科グローバル・コミュニケーション副専攻
（GC副専攻：Global Communication minor）

　グローバル・コミュニケーション副専攻（GC副専攻）は、入学した学部・学科で主専攻をしっかり学び

つつ、もっと外国語（英語）で学べるようになりたいと考えている意欲ある中上級者のためのプログラムです。

　GC副専攻の受講者は、できるだけ早いうちに海外研修に参加することが求められます（必須）。

GC副専攻の正式登録者に対して、カナダのビクトリア大学のグローバル研修「GC_Int」（2年次夏休み

実施）が用意されています。「GC_Int」に参加し、グローバルな視点から学修することにより、英語のスキル

をバランスよく伸ばすことができます。また、「GC_Int」以外にも、本学にはさまざまな交流協定先への

研修プログラムがあり、積極的な参加が求められます。

人権副専攻（HR副専攻）は、人権（Human Rights）をキーワードに、国際人権基準について深く学び、

多様な人 と々互いを尊重しながら協力・協働できるリーダーの育成を目指す教育プログラムです。

講義と参加型ワークショップを組み合わせ、「気づき」と「知識」の両面から理解を深め、人権に対する

現代社会のバックラッシュや新しいレイシズム等の現象を取り上げ議論していきます。

ビクトリア大学ELC（English Language Centre）外観

副専攻プログラム副専攻プログラム
（2020年4月1日現在）

人権副専攻
（HR副専攻：Human Rights minor）

地域の「再生・賦活」「安全・安心」の達成にアプローチする
　コミュニティ再生副専攻（CR副専攻）は、都市や地域社会が抱える多様化・複合化した課題に向き合い、その解決の方策や理論を、学部の枠を超えて

学生が教員とともに、実際の現場で学修するプログラムです。積極的に地域社会をデザインしたりコーディネートする知識・行動力を備えた人材の育成を

目指しています。CR副専攻は、「地域実践演習」「アゴラセミナーⅠa/Ⅰb」「アゴラセミナーⅡ」「CR認定専門科目」の科目群から成り立っており、「地域活性」

「環境・防災」「地域福利」「地理・空間」「地域・文化資源」などの複数の分野の視点に立って授業が展開されます。

地域実践演習では、まず地域に飛び込み、その地域
の課題を自分たちの目・耳で識ることから始まり、その課
題に対して、正面から取り組む姿勢や方法を学びます。
授業は、複数の分野から一つを選択します。
（1・2年次/共通教育科目）

アゴラセミナーⅠa/Ⅰbでは、広く5分野全ての現場
に赴き、「すごい人やすごい現場に出会う」ことを出発点
に、実践家の多彩で卓越した活動に間近で接しながら、
交流や意見交換を重ねて課題を明確化していきます。
（2年次～）

アゴラセミナーⅡでは、CR副専攻での学びの集大成
として、学生自身が地域課題・テーマを設定し、課題解決
に向けて調査や活動を行い、現場との接し方やアウトカム
の出し方、社会への伝え方を身に付けていきます。
（3年次～）

CR認定専門科目では、大阪市立大学の
各学部・学科で開講されている「地域」に関連
する専門科目を、学部の垣根を越えて、幅広く
学ぶことができます。これにより、地域課題解
決の専門的知識を習得します。

コミュニティ再生副専攻
（CR副専攻：Community Regeneration minor）

授業の流れ

広く、深く、自発的な学修でさらに自らを磨きたい学生のために

商学部・経営学研究科

教員研究テーマ 一覧
Research Fields

ここでは、教員の研究テーマを学部ごとに紹介します。興味ある研究テーマを探すための参考にしてください。

渡邊 賢
出入国管理行政と外国人の人権・公務員の労働基本権

阿部 和文
憲法（特にプレスの自由）

重本 達哉
行政代執行をはじめとする伝統的な行政上の
義務履行確保制度の現代的意義､墓地埋葬法

高田 倫子
裁判所による行政統制、権力分立における裁判所の地位

三島 聡
警察活動の透明性、裁判員裁判の評議

金澤 真理
中止未遂論、社会内処遇制度の比較研究

徳永 元
刑事責任の基礎理論、適法行為の期待可能性論

松倉 治代
自己負罪拒否特権、供述拒否権

森山 浩江
契約法および家族法

杉本 好央
日独仏契約法制の歴史的研究

藤井 徳展
ヨーロッパ諸法を対象とした契約法・担保法の比較法研究

坂口 甲
日独給付障害法研究

吉原 知志
区分所有、共有、団体を通じた財産法の研究

高橋 英治
日独会社法の比較研究、企業結合法の研究、
コーポレート・ガバナンスの比較法的研究、
ヨーロッパ会社法の研究

小柿 徳武
企業統治における監査および開示制度

仲 卓真
同族会社と会社法、金融商品取引法

鶴田 滋
民事訴訟における多数当事者訴訟・訴訟追行権・判決効に
関する研究

岡成 玄太
財産管理と民事手続法、当事者論

根本 到
日独労働契約法の研究

川村 行論
年金法制における資産管理・運用の法規範

渕川 和彦
買手独占の研究、
デジタル・プラットフォーム市場の規制に関する研究

桐山 孝信
国際組織の活動が国際法の発展に及ぼす影響

国友 明彦
法適用通則法の解釈、国籍法

中井 愛子
国際法の形成過程、法の地域統合、国際法と国内法の関係

勝田 卓也
陪審制度、米国最高裁判例研究

守矢 健一
ドイツ近現代法史研究

王 晨
民法の比較研究、中国法全般

稗田 健志
先進民主主義諸国の政治経済・社会保障政策

字羽野 明子
ルネサンス・初期近代のヨーロッパ政治思想史

野田 昌吾
戦後ドイツの政治体制

永井 史男
東南アジアの国際関係、東南アジア諸国の中央・地方関係、
タイの政治行政

手塚 洋輔
過誤と帰責をめぐる政治行政分析、戦後行政の史的研究

原田 裕彦
租税法律主義の自由主義的側面

法学部･法学研究科

新設!

国際基準の「人権」を学び、
平等社会のためのリーダーとなる
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